
連合北海道札幌地区連合会／さっぽろ労働相談センター 

札幌圏雇用センサス  ２０１９年７月の相談状況 

「労働者の団結で労働環境の不安を解消しよう！」 
 

 

１．労働相談の概況 
（１）相談件数について   

資料－１ 「２０１９年 雇用形態別 相談者数 月別集計」 

資料－２ 「２０１９年７月 相談者数（雇用形態・男女、業種別）」 

資料－３ 「２０１９年７月 相談件数（雇用形態別）」 

 

   相談者数は７３人、相談件数は１０２件、一人当相談件数は１．４０件となりました。 

   対前月比は－９人・－１１件となり、一人当相談件数は＋０．０２Ｐとなっています。 

 

【相談者数・相談件数・一人当相談件数の比較】 

 相談者（人） 相談件数（件） 一人当相談件数（件） 

２０１９年 ７月 ７３ １０２ １．４０ 

２０１９年 ６月 ８２ １１３ １．３８ 

２０１８年 ７月 ７０ １１０ １．５７ 

 

（２）雇用形態別相談者数及び件数について 

資料－２ 「２０１９年７月 相談者数（雇用形態・男女、業種別）」 

資料－３ 「２０１９年７月 相談件数（雇用形態別）」 

 

   相談者数７３人の内訳は、社員４８人、期限付雇用契約者（契約・パート・バイト・嘱託・

季節・派遣）２２人となっており、男女比では男性３９人・女性３４人となっています。 

   相談件数１０２件の内訳は、社員７１件、期限付雇用契約者（契約・パート・バイト・嘱託・

季節・派遣）２６件となっており、男女比では男性６１件・女性４１件となっています。 

 

【雇用形態別 相談者数（人）】 

 社員 契約 パート バイト 嘱託 季節 派遣 不明 合計 

男 ３０ ５ ０ １ ０ ０ ０ ３ ３９ 

女 １８ ９ ５ ０ ０ ０ ２ ０ ３４ 

計 ４８ １４ ５ １ ０ ０ ２ ３ ７３ 

 

【雇用形態別 相談件数（件）】 

 社員 契約 パート バイト 嘱託 季節 派遣 不明 合計 

男 ４８ ７ ０ １ ０ ０ ０ ５ ６１ 

女 ２３ ９ ７ ０ ０ ０ ２ ０ ４１ 

計 ７１ １６ ７ １ ０ ０ ２ ５ １０２ 

 

   相談者数を男女比でみた場合ほぼ同数であり、雇用形態別にみると男性は社員に、女性は社

員と期限付雇用契約者に分散しています。また相談件数でも男性は社員に集中し、女性は社員

と期限付雇用契約者に件数が分散しています。 

 

 

 

 

 

 



（３）業種別相談状況について 

    資料－４ 「２０１９年 業種別 相談者数 月別集計」 

    資料－５ 「２０１９年７月 相談件数（業種別）」 

 

   業種別相談状況による相談者数と相談件数の分布は次のとおりです。 

 相談者数 相談件数 

Ａ農林漁業・協同組合   

Ｂ食品加工業 ３ ３ 

Ｃ鉱業   

Ｄ建設・設計・重機業 ３ ４ 

Ｅ製造業 ５ ９ 

Ｆエネルギー・水道業   

Ｇ通信・報道・ＩＴ業 ２ ２ 

Ｈ交通業   

Ｉ陸運・倉庫業 ３ ５ 

Ｊ卸・小売業・飲食店 １５ ２３ 

Ｋ商品斡旋・リース業   

Ｌ金融・保険・不動産業 ６ ９ 

Ｍ医療・福祉・医薬品業 １８ ２２ 

Ｎビル管理・警備業 ４ ５ 

Ｏ労働者派遣業   

Ｐ教育・学校業 ５ ７ 

Ｑ会計・行政・法律事務所   

Ｒその他サービス業 ９ １３ 

Ｓ公務・公共サービス   

Ｔ分類不能・その他   

    

相談者数、相談件数共に、「医療・福祉・医薬品業」「卸・小売業・飲食店」「その他サービ

ス業」に集中しています。 

    

（４）相談内容について 

    資料－３ 「２０１９年７月 相談件数（雇用形態別）」 

資料－６ 「２０１９年 月別集計 相談件数（相談項目別）」 

 

①  相談項目別の相談件数の分布は次のとおりです。 

  「労働組合関係」 ３件（結成・運営・加盟 2件、組合加入脱退１件） 

「労働契約関係」２０件（就業規則・雇用契約 16件、雇用形態 1件、その他３件） 

「賃金関係」  ２５件（不払残業・割増賃金 12件、一時金 7件、最低賃金 2件、賃金未払１件、 

その他 3件） 

「労働時間関係」２０件（年次有給休暇 12件、休日・休息 2件、長時間労働２件、その他 4件） 

「雇用関係」   ５件（解雇・退職強要・契約打切 4件、合理化・倒産 1 件） 

「退職関係」   ７件（退職金・退職手続 5件、再雇用問題 1件、その他 1件） 

「保険・税関係」 ３件（健保・年金 2件、雇用保険・労災保険 1件） 

「安全衛生」   ６件（労働災害 4件、安全衛生 2件） 

「差別など」   ７件（嫌がらせ・パワハラ 7件） 

「その他」    ６件（経営問題・労務管理 3件、その他 3件） 

 

賃金関係の相談は、「不払残業・割増賃金」に集中しています。 

労働契約関係では、「就業規則・雇用契約」となっており、労働時間関係では、「年次有給休

暇」に集中しています。 

 

 



  ② 相談内容と雇用形態の内容を検証すると次のとおり分布されます。 

 

 社員 契約 パート バイト 嘱託 季節 派遣 不明 合計 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

組合 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 1 

契約 8 2 2 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 1 3 0 13 7 

賃金 10 8 1 5 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11 14 

時間 13 3 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13 7 

雇用 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 1 

退職 3 2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 2 

保険 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 1 

安全 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 0 

差別 2 4 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 5 

 他 2 2 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 

 計 48 23 7 9 0 7 1 0 0 0 0 0 0 2 5 0 61 41 

 

   「社員」の抱える相談項目が７１件と相談件数全体の７０％を占めています。 

   「期限付雇用契約者（契約・パート・バイト・嘱託・季節・派遣）」は２６件で相談件数全

体の２５％を占めています。 

男性は「社員」の割合が高く、女性は「社員」と「期限付雇用契約者」に分散しています。 

 

（５）違法件数について 

資料－３ 「２０１９年７月 相談件数（雇用形態別）」 

資料－７ 「２０１９年 月別集計 違法件数（相談項目別）」 

 

    ７３人から寄せられた１０２件の相談中、違法と判断される項目は４３件となっています。 

    ４２．２％が違法という状況です。４６件の主な内訳は次のとおりです。 

 

【項目別違法件数の分布】 

項  目 違法件数 違法率 全相談件数 

労動組合関係 ０件 ０％ ３件 

労動契約関係 ９件 ４５．０％ ２０件 

賃金関係 １８件 ７２．０％ ２５件 

労動時間関係 ８件 ４０．０％ ２０件 

雇用関係 ３件 ６０．０％ ５件 

退職関係  １件 １４．３％ ７件 

保険・税 ０件 ０％ ３件 

安全衛生 ２件 ３３．３％ ６件 

差別 ２件 ２８．６％ ７件 

その他 ０件  ０％ ６件 

総 数 ４３件 ４２．２％ １０２件 

 

 

 

 

 

 



２．雇用情勢について 

 

   ７月の相談状況は、相談者数は対前年を上回り、相談件数は対前年を下回りました。一人当

たりの相談件数は１．４０件となっており、対前年を下回りました。 

   正社員男性からの相談が最も多く、相談内容は「賃金関係（不払残業・割増賃金）」「労働契

約関係（就業規則・雇用契約）」「労働時間関係（年次有給休暇）」に集中しました。男女比で

は男性は社員に相談者が集中し、女性は社員と期限付雇用契約者（パート・バイト）に分散し

ています。 

違法率は４２．２％となっており、その内訳では賃金関係の項目で７２．０％、雇用関係の

項目で６０．０％、労働契約関係の項目で４５．０％、と高くなっています。 

業種別相談状況では、「医療・福祉・医薬品業」「卸・小売業・飲食店」「その他サービス業」

に相談者数・相談件数が集中しています。 

 北海道労働局は、昨年度に寄せられた退職や解雇のトラブルなどの「労働相談」が３万７６

６６件にのぼったとし、前年度より１１％増え、全国平均（１．２％増）を大きく上回ってい

たと発表しました。相談内容では「いじめ・嫌がらせ」に関するものが２８％を占め、８年連

続最多となり、以下「自己都合退職」「解雇」関連と続いています。また、賃金の不払いや予

告なしの解雇など、労働基準監督署が法令違反と認めたケースも、前年より５．３％増えてい

ます。 

 一方、北海道最低賃金は現在の８３５円から２６円引き上げ、８６１円となり１０月３日か

ら適用される予定となりました。２０円以上の上げ幅が４年連続で実現することになりました

が、全国平均との差は４０円と縮まらないままです。１日８時間、週５日働いても年収は１８

０万円ほどで最低賃金ぎりぎりで働く労働者からは「生活の苦しさは変わらない」「余裕ある

暮らしは期待できず、将来のことも考えられない」と切実な声が寄せられており、早期の「時

給１，０００円」の実現が必要不可欠です。 

 私たちは働く仲間が労働組合に身を寄せ合い、違法な働かせ方、不当ないじめや差別を無く

し、誰もが健康で安心して働き続けることができる職場をつくることをめざします。労働者の

団結は大きな力となります。 

一人で悩みを抱えることなく、疑問を感じたら関係機関（労働組合・弁護士・労働局）に相談

してください。 


